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資料７－５ 

修正案（平成３１年３月） 修正前（平成３０年３月） 備 考 

第１章 総則 
 

・この章では、この計画の位置づけ等について記載している。 
・この計画は、鳥取県地域防災計画（原子力災害対策編）に基づき
作成されるものである。 

・避難が必要となる市町村においては、状況の変化に応じてこの避
難計画を修正・変更しなければならない。 

 
１ 略 
 
２ この計画の位置づけ 
(1) 計画の使い方 

この計画は、島根原子力発電所に係るＵＰＺ（緊急防護措置を準備
する区域：原子力発電所から概ね３０ｋｍ圏内）内の避難について、
地域防災計画の避難に関する運用部分について計画したものであり、
避難の規模をＵＰＺ全体と仮定して作成している。 
このため、この計画の使用にあたっては、次の点に留意する。 
・万が一の事故の際には、曖昧なこと、矛盾したこと、予測できない

ことが次々と起こる。このため、この計画に固執することなく、
状況の変化に応じて修正・変更しなければならない。この計画の
作成に当たって前提となる仮定条件を設定した部分について、Ｕ
ＰＺ内及びＵＰＺ外の必要な地域も対象として、その時の状況に
応じて当該仮定条件部分を新たな前提となる現実の状況に応じて
柔軟に組み立て直し、さらに状況に合わせて最も適したものに適
応させて使用する。 

・避難指示後においては、状況が流動的であり先が読めないから、「観
察」「状況判断」「決定」「行動」の４活動（ループ）を継続的に素
早く繰り返し、対応を迅速に修正していくことが必要である。 

・実際の事故発生時の対応（避難指示等）は、事態の進展等に応じ
てＵＰＺ外も含め、その時に必要とされる地域全体を対象とする。 

・平素から行うこの計画に基づく諸準備と相まって、事故発生時の
即応性と実効性を確保する。 
 

(2) 計画の準拠 
この計画は、災害対策基本法、原子力災害対策特別措置法、原子

力災害対策指針、防災基本計画、地域防災計画に基づき作成するも  
のであり、この計画に定めのない事項は、これら法令等に準拠する。 
この計画は、計画全般に関する基本的事項を定めた計画と、これ
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１ 略 
 
２ この計画の位置づけ 
 (1) 計画の使い方 
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・万が一の事故の際には、この計画の作成に当たって前提となる仮定

条件を設定した部分について、ＵＰＺ内及びＵＰＺ外の必要な地
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（新設） 
 
 
・実際の事故発生時の対応（避難指示等）は、事態の進展等に応じ
てＵＰＺ外も含め、その時に必要とされる地域全体を対象とする。 

・平素から行うこの計画に基づく諸準備と相まって、事故発生時の
即応性と実効性を確保する。 

 
(2) 計画の準拠 

この計画は、計画全般に関する基本的事項を定めた計画と、これに
基づく特定の時期・範囲又は特定の事項を対象とした細部計画（別
紙計画）に区分する。 
この計画は、災害対策基本法、原子力災害対策特別措置法、原子力
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に基づく特定の時期・範囲又は特定の事項を対象とした細部計画
（別紙計画）に区分する。 

(3)、(4) 略 
３ 略 
４ 略 
５ 略 
６ この計画の改正 

この計画は、根拠法令等の見直しが行われた場合及び新たな知見が
得られた場合は、見直しを行う。あらかじめ計画を作成し、整備を行
い、それを維持するとともに訓練により得られた教訓及び新知見を反
映し効果的なものとする。 
 
第２章 実施要領 

 この章では、この計画を作成するにあたっての前提となる島根原
子力発電所の状況等の仮定条件を記載するとともに、この計画を
実行する際に必要となる情報とその入手方法について記載して
いる。 

 この計画の実際の運用にあたっては、この章に記載する要領によ
り、この計画作成上の仮定条件を確認するために必要な情報を入
手し、その状況の変化及び推移に伴ってこの計画の所要の補完修
正（自然災害、大規模事故、国民保護事案等が複合的に発生した
場合の対策は、これらの災害等に係る計画による対策も含めて現
計画を臨機応変修正して行う。）を行い、実際の状況に適応させ
て運用する。 

 
１ 状況 
(1)地域の特性 
ア 島根地域の避難 
・２県６市（鳥取県、米子市、境港市、島根県、松江市、出雲市、
安来市、雲南市）が対象でＵＰＺの避難対象者数は約４７万人。 

・島根県の避難者約１０万人が鳥取県内を通過して避難。 
・鳥取県の避難者とあわせれば、約８万８千人が弓ヶ浜半島を通
過。 

・ＵＰＺ外の弓ヶ浜半島の付け根部分の米子市街地を約１７万３
千人が通過。 

・弓ヶ浜半島において、島根県避難と鳥取県避難が２度交錯する。 
・島根県の主要避難先は県外（広島県、岡山県、鳥取県に予備避
難先）である。 

・鳥取県の避難先は県内に確保している（避難元地区と避難先自

災害対策指針、地域防災計画に基づくものであり、この計画に定め
のない事項は、これら法令等に準拠する。 

(3)、(4) 略 
３ 略 
４ 略 
５ 略 
６ この計画の改正 

この計画は、根拠法令等の見直しが行われた場合及び新たな知見が
得られた場合は、見直しを行う。あらかじめ計画を作成し、整備を行
い、それを維持するとともに訓練により得られた教訓を反映し効果的
なものとする。 
 
第２章 実施要領 

 この章では、この計画を作成するにあたっての前提となる島根原
子力発電所の状況等の仮定条件を記載するとともに、この計画を
実行する際に必要となる情報とその入手方法について記載して
いる。 

 この計画の実際の運用にあたっては、この章に記載する要領によ
り、この計画作成上の仮定条件を確認するために必要な情報を入
手し、その状況の変化及び推移に伴ってこの計画の所要の補完修
正を行い、実際の状況に適応させて運用する。 

 
 
 
 
１ 状況 
 （新設） 
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治体の避難施設との組み合わせができている。） 
・島根原子力発電所に近い地域からの避難を原則とし、ＰＡＺ避
難完了後のＵＰＺ避難については島根原子力発電所に近い自
治体から順次避難を開始し、避難の確実を期す。 

イ 地域見積 
  (ｱ)地形 
   ・南北方向については、中国山地により規制されており、移動

は主要道路に限られる。 
   ・東西方向については、中国山地からの稜線が発達し、地域が

３つに区分され、移動は主要道路に限られる。 
   ・東西方向の主要道路は、国道９号と山陰道に限られている。 
  (ｲ)気象 
   ・冬季においては、積雪の影響により移動に制限を受けること

がある。 
  (ｳ)その他 
   ・限定された避難経路を島根県と鳥取県が混交して使用す 

る。 
   ・避難経路は主要道路に限られることから、避難の一般方向が

限定される。 
   ・弓ヶ浜半島については、各種の避難手段（交通機関）が存在

する。 
ウ 避難見積 
・避難経路は主要道路に限られることから、道路交通の確保と円
滑な交通が必須である。 

・県外避難のため、交通規制が通常の管轄を超えることから、広
域の交通規制・管轄が必要である。 

・島根県避難については、鳥取県のＵＰＺである弓ヶ浜半島及び
ＵＰＺに近接する米子市街地を通過しなければならない。 

・ＵＰＺに近接して米子市街地が存在し、島根県と鳥取県の避難
が交錯集中する隘路となることから避難経路についてはＵＰＺ
と一体的に整備、統制することが必要。 

エ 避難上の課題 
・弓ヶ浜半島では、避難の一般方向が限定され、かつ使用できる
道路が大きく２本（国道 431号、県道 47号米子境港線）に限ら
れることから、避難車両を必ず円滑に通過させる対策が必要で
ある。 

・弓ヶ浜半島では、避難経路は、大きくは、平行する２本の道路
に限られ、有機的な輸送網の構成ができない。 

・米子鬼太郎空港付近で、２本主要避難道路が近接する。 
・海側道路（国道４３１号）は、地震時に津波の影響を受けるお
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それがある。 
・並行する２本の道路をつなぐ道路（肋骨道路）がないため、一
方の道路が寸断・渋滞すれば、迂回が困難で避難に支障を来す。 

 
(2)島根原子力発電所の状況 
ア・イ 略 

  ウ 島根原子力発電所事故の推移 
※一般的な推移を記載したものであり、実際の状況の進展とは
必ずしも一致しない。 

事態区分 対 応 

警戒事態 
（ＥＡＬ
１） 

・島根原子力発電所で「警戒事態」が発生し、県
は中国電力から「警戒事態」発生の連絡を受け
た。 

・県は、災害警戒本部を設置した。 
・県は、モニタリング本部を設置した。 
・県は、国から連絡体制の確立等の要請を受けた。 
・県は、注意喚起、観光客等の一時滞在者への帰
宅呼びかけを実施した。 

 
（以下 略） 

  エ 防護措置 
(ｱ)緊急事態における対応 

施設敷地緊急事態（EAL2）となった段階で、UPZ圏内に対して
国から屋内退避準備の指示が出され、全面緊急事態（EAL3）と
なった段階で、屋内退避の指示が出される。UPZ圏内の住民等は
当該指示に基づき、屋内退避を実施する。 

   (ｲ)放射性物質の放出後 
    高い空間放射線量率が計測された地域において、被ばくの影

響をできる限り低減する観点から、数時間から１日内に住民等
について避難等の緊急防護措置を講じる。 
また、それと比較して低い空間放射線量率が計測された地域

においても、無用な被ばくを回避する観点から、１週間程度内
に一時移転の早期防護措置を講じる。 

オ 避難等 
（基本方針） 

   原子力災害時におけるＵＰＺ内の避難等について、緊急時モニ
タリングの結果を踏まえ、ＯＩＬに基づき対象区域を特定し、避
難又は一時移転等の指示が出される。 
また、原子力災害対策重点区域全体に避難が必要となった場合

 
 
 
 
(1)島根原子力発電所の状況 
ア・イ 略 

  ウ 島根原子力発電所事故の推移 
※一般的な推移を記載したものであり、実際の状況の進展とは
必ずしも一致しない。 

事態区分 対 応 

警戒事態 
（ＥＡＬ
１） 

・島根原子力発電所で「警戒事態」が発生し、県
は中国電力から「警戒事態」発生の連絡を受け
た。 

・県は、災害警戒本部を設置した。 
・県は、モニタリング本部を設置した。 
・県は、国から連絡体制の確立等の要請を受けた。 
・県は、注意喚起、観光客等への帰宅呼びかけを
実施した。 

 
（以下 略） 

  エ 防護措置 
  （新設） 
 
 
 
 
 

高い空間放射線量率が計測された地域において、被ばくの
影響をできる限り低減する観点から、数時間から１日内に住
民等について避難等の緊急防護措置を講じる。 
また、それと比較して低い空間放射線量率が計測された地

域においても、無用な被ばくを回避する観点から、１週間程
度内に一時移転の早期防護措置を講じる。 

オ 避難 
原子力災害対策重点区域全体に避難が必要となった場合、

原則として島根原子力発電所からの距離に応じた同心円で段
階的避難を行う。 
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は、交通渋滞を低減し、円滑な避難を図るため、原則として島根
原子力発電所からの距離に応じた同心円で段階的避難を行うもの
とする。 
（避難の推移） 
・緊急事態区分及び緊急時活動レベル（ＥＡＬ）に基づきＰＡＺ
内の避難が実施される。ＵＰＺについてはＥＡＬに基づく屋内
退避の後、ＯＩＬに基づきＵＰＺ全域に避難指示が出され、段
階的避難が実施される。 
（以下 略） 

(3)複合災害時の対策 
県は、地震、津波、暴風雪等の自然災害と原子力災害の複合災害

の発生可能性を認識し、避難をはじめとした防護措置の迅速かつ的
確な実施を行わなければならない。この際、人命の安全確保を最優
先とする観点から、これら複合的な事態に対して迅速かつ同時並行
的に対処していかなければならない。 
ア 避難経路、避難手段、避難先の多重化 
・避難経路の情報収集による避難経路の変更または迂回の早期判
断 

・集避難車両通行のための道路啓開、応急復旧等 
・自家用車の使用が困難な場合の避難バスの確保 
・車両による避難が困難な場合における実動組織による住民避難 
・避難所の再調整、県内の予備避難先の利用、県外避難先の確保 

イ 災害対応の要員、資機材の確保 
・災害対応の限られたリソースを災害ごとの適切な配分と外部に
支援を早期に要請する 

ウ 複合災害時の避難・屋内退避 
・人命の安全確保を最優先に、自然災害（地震、津波、暴風雪等）
に対する避難等を優先して、自宅や指定緊急避難場所等にいて
屋内退避を行う。 

エ 屋内退避時における物資の備蓄・供給体制 
・屋内退避が適切に行えるように、住民への備蓄の普及啓発、物
質等の備蓄、物資融通体制の整備を行う。 

オ 複合災害対応の強化 
・情報収集、意思決定、指示・調整を一元化し、複合災害対応を
一元化する。 

・避難開始後は、状況の変化に応じて避難計画を修正・変更する
ためのループ型の意志決定を行う。 

(4) 鳥取県の対応 
ア ＵＰＺ避難 

ＥＡＬ又はＯＩＬ等に基づき、国又は県・市からＵＰＺ全域

 
 
 
 

・緊急事態区分及び緊急時活動レベル（ＥＡＬ）に基づきＰＡＺ
内の避難が実施される。ＵＰＺについてはＥＡＬに基づく屋内
退避の後、ＯＩＬに基づきに避難指示が出され、段階的避難が
実施される。 
（以下 略） 

（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(2) 鳥取県の対応 

ア ＵＰＺ避難 
ＥＡＬ又はＯＩＬ等に基づき、国又は県・市からＵＰＺ全域の
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の避難指示が出された場合に段階的に避難を開始する。 
段階的避難は島根原子力発電所からの距離に応じた、次に示

す区分により行う。 
なお、当該区分は、米子市及び境港市において避難指示が住

民に伝達できるとともに、避難状況の把握ができる地区的単位
であり、避難指示の基礎単位である。 
（以下 略） 

イ 避難シナリオ 
(ｱ) 避難のパターン 

島根原子力発電所において避難が必要な事態が発生し、ＥＡ
Ｌに基づくＰＡＺ避難に続き、ＥＡＬ又はＯＩＬ等に基づき国
又は県・市からの避難指示によりＵＰＺ全域の避難が開始され
たものとする※。 
島根県民の避難者の受け入れが必要な場合、島根県知事から

の要請に基づき受け入れを行う。 
（以下 略） 

(ｲ) 略 
ウ 略 
エ 避難誘導 
(ｱ) 略 
(ｲ) 市避難誘導計画による住民の誘導 

米子市及び境港市は、一時集結所に避難誘導員を配置するな
ど、避難誘導準備を行う。 
また、県から配車を受けたバスを市避難誘導計画に基づき一

時集結所に配車するとともに、避難を行う住民を誘導し、バス
に乗車させる。 

オ 避難手段 
(ｱ) 略 
(ｲ) 陸路 

a、b  略 
c  福祉車両（公共輸送） 

    避難行動要支援者等の避難に使用 
(ｳ) 鉄路（公共輸送） 
列車の運行が可能である場合、定時運行性を最大限活用し、観

光客等の一時滞在者の早期避難や通勤者、通学者が自宅に帰宅す
るまでの移動手段として使用する。また、避難の際の補完的手段
として使用する。 
※駅等において、列車の運行情報を利用者に周知する。特に通
学者に対しては学校等を通じて確実に周知を行う。 

※外国人の避難が容易になるように、外国語等による情報提供

避難指示が出された場合に段階的に避難を開始する。 
段階的避難は島根原子力発電所からの距離に応じた、次に示す

区分により行う。 
弓浜半島内のＵＰＺのこの区分は、米子市及び境港市において

避難指示が住民に伝達できるとともに、避難状況の把握ができ
る地区的単位であり、避難指示の基礎単位である。 
（以下 略） 

イ 避難シナリオ 
(ｱ) 避難のパターン 

島根原子力発電所において避難が必要な事態が発生し、ＥＡＬ
に基づくＰＡＺ避難に続き、ＥＡＬ又はＯＩＬ等に基づき国又
は県・市からの避難指示によりＵＰＺ全域の避難が開始された
ものとする※。 
島根県民の避難受け入れが必要な場合、島根県知事からの避難

者の受入要請に基づき受け入れを行う。 
（以下 略） 

(ｲ) 略 
ウ 略 
エ 避難誘導 
(ｱ) 略 
(ｲ) 市避難誘導計画による住民の誘導 

米子市及び境港市は、県から配車を受けたバスを市避難誘導計
画に基づき一時集結所に配車するとともに、避難を行う住民を
誘導し、バスに乗車させる。 

 
 

オ 避難手段 
(ｱ) 略 
(ｲ) 陸路 

a、b  略 
c  福祉車両（公共輸送） 

    要配慮者等の避難に使用 
(ｳ) 鉄路（公共輸送） 
列車の運行が可能である場合、定時運行性を最大限活用し、観

光客等の早期避難や通勤者、通学者が自宅に帰宅するまでの移動
手段として使用する。また、避難の際の補完的手段として使用す
る。 
※列車の運行情報を利用者に周知する。特に通学者に対しては
学校等を通じて確実に周知を行う。 
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を行う。 
ＪＲ（境線、山陰本線〔米子駅～鳥取駅〕） 

(ｴ) 略 
(ｵ) 空路 

航空機及びヘリコプターの確保が可能な場合に、遠距離かつ
緊急に搬送が必要な避難行動要支援者（重篤な入院患者等）等
の輸送に使用する。 
（以下 略） 

(ｶ) 複合災害時における避難手段 
自家用車の利用が困難なときは、バスを手配する。車両によ

る避難が困難な場合は補完的手段を準備するが、なお、確保が
困難な場合は実動組織による避難を要請する。 

（鉄路、海路、空路の特性） 

輸送手段 
特性 

メリット デメリット 

鉄路 
（ＪＲ境
線） 

略 略 

海路 
（船舶） 

・大量輸送が可
能 

・渋滞の影響を
受けない 

・一度乗船すれ
ば目的地に
到着するま
で乗換えが
ない 

・タグボードを
使用すれば
大型船も鳥
取港に入港
可能 

・海象の影響を受け出港できない場
合がある。また、波高が高い場合、
乗船者の身体的負担（船酔い）が
大きい。 

・船舶の大きさ、種類によって接岸
するための専用の装備が必要とな
る。（海上自衛隊護衛艦が接岸する
には、専用の防舷材が必要） 

・地震との複合災害時には、港湾の
使用可否の確認が必要。 

・津波が発生した場合は、漂着物に
より接岸できない。 

 
ＪＲ（境線、山陰本線〔米子駅～鳥取駅〕） 

(ｴ) 略 
(ｵ) 空路 

航空機及びヘリコプターの確保が可能な場合に、遠距離かつ緊
急に搬送が必要な要配慮者（重篤な入院患者等）等の輸送に使
用する。 
（以下 略） 

（新設） 
 
 
 
鉄路、海路、空路の特性） 

輸送手段 
特性 

メリット デメリット 

鉄路 
（ＪＲ境
線） 

略 略 

海路 
（船舶） 

・大量輸送が可
能 

・渋滞の影響を
受けない 

・一度乗船すれ
ば目的地に
到着するま
で乗換えが
ない 

・タグボードを
使用すれば
大型船も鳥
取港に入港
可能 

・海象の影響を受け出港できない場
合がある。また、波高が高い場合、
乗船者の身体的負担（船酔い）が
大きい。 

・船舶の大きさ、種類によって接岸
するための専用の装備が必要とな
る。（護衛艦が接岸するには、専用
の防舷材が必要） 

・地震との複合災害時には、港湾の
使用可否の確認が必要。 

・津波が発生した場合は、漂着物に
より接岸できない。 
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空路 
（航空機、
ヘリコプ
ター） 

・遠距離移動の
際の搭乗者
の負担が少
ない 

・ヘリは、避難
退域時検査
会場の近隣
に離着が可
能 

・天候（雷雨等）の影響を受ける（特
にヘリコプターは影響を受けやす
い）。 

・自衛隊機等は、国において運用統
制が図られる。 

・確保が限定的である。 
 
 

（大型ヘリの
特性） 

大型ヘリの場 
合は 50名以 
の搭乗が可能 

・ヘリの機種によっては、搭乗可能
数が少なく（5 名程度）、大量輸送
を行うことができない。 

・大型ヘリの場合は、離着陸可能な
場所が限定される。 

 
カ 避難経路 
(ｱ)略 
(ｲ)複合災害時における避難経路の変更等 
 大規模な通行止めに際しては、経路の変更を行い、通常は通行止
め箇所について警察官等により迂回を行うことを基本とする。 
 a 国道４３１号 
   早期に使用の可否を判断し、使用できる場合は避難経路とし 
て使用する。 

 ｂ ＵＰＺ内 
  避難車両を道路状況に応じて、県道米子境港線（県道４７号）、
県道米子空港境港停車場線（県道２８５号）、国道４３１号に誘導
する。 

 ｃ ＵＰＺ外 
  避難車両を道路状況に応じて、米子自動車道と国道１８１号に
振り分ける。 

(ｳ) 避難経路図（概要） 
（参考：避難経路）  

経路１ 

・県道米子空港境港停車場線（県道 285号）→境港市道
→米子市道→鉄工団地入口→国道 431号→（米子 JCT）
→山陰道東進 

・県道米子空港境港停車場線（県道 285号）→境港市道
→米子市道→鉄工団地入口→国道 431号→国道９号東
進 

経路２ ・県道米子境港線（県道 47 号）→国道 181 号→（溝口

空路 
（航空機、
ヘリコプ
ター） 

・遠距離移動の
際の搭乗者
の負担が少
ない 

・ヘリは、避難
退域時検査
会場の近隣
に離着が可
能 

・天候（雷雨等）の影響を受ける（特
にヘリコプターは影響を受けやす
い）。 

・自衛隊機等は、国において運用統
制が図られる。 

・確保が限定的である。 
・ヘリは、搭乗可能数が少なく（5
名程度）、大量輸送を行うことがで
きない。 

（新設） 
 

 
 
 
 

 
カ 避難経路 
(ｱ)略 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 (ｳ) 避難経路図（概要） 
（参考：避難経路）  

経路１ 

・県道米子空港境港停車場線（県道 285号）→境港市道
→米子市道→鉄工団地入口→国道 431号→（米子 JCT）
→山陰道東進 

・県道米子空港境港停車場線（県道 285号）→境港市道
→米子市道→鉄工団地入口→国道 431号→国道９号東
進 

経路２ ・県道米子境港線（県道 47 号）→国道 181 号→（米子
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IC、江府 IC）→（蒜山 IC）→国道 482号→国道 313号 
 

経路３ 

・県道米子境港線（県道 47 号）→国道 181 号→（溝口
IC、江府 IC）→（落合 JCT）→中国自動車道→（津山
IC）→国道 53号 

 

 
キ～ク 略 
(5)予備的避難地域 

鳥取県内の計画上の避難先（県東部及び中部）が使用できない
場合及び島根県において、災害の状況により島根県の計画どおり
に避難ができなくなり、要請があった場合に、次の鳥取県内の予
備的避難地域において避難者を受け入れる。 
この地域における避難者の受け入れについては県が調整を行う。 

   （以下略） 
 
 
(6)情報の伝達と収集 
 ア～イ 略 
ウ 情報の収集 

避難は、時間的余裕がなく、状況の変化が急激で、しかも不
確実であるから、変化の兆候を迅速に捉え、変化を予測し、変
化に対して機敏に適応しなければならない。 

   このため、情報の収集により、使用する避難経路の確定のた
めの道路等の被害情報の早期把握と、避難開始後の円滑な避難
のための道路渋滞状況等の把握を行わなければならない。 

   情報収集にあたっては、道路被害や交通状況などの「生情報」
をわかりやすく整理した「情報資料」とし、これを分析・評価
して信頼性・重要性・適時性を評価した「知識」情報とする。 

   さらに、これに予測・判断を行い「理解」情報とし、計画と
実際のギャップがあれば、計画を修正・変更して対応する。 
エ 緊急時モニタリング 

県は、国が設置するＥＭＣに参画し、緊急時モニタリング
実施計画によりモニタリングを実施するとともに、周辺環境
の放射性物質又は放射線に関する情報収集を強化する。 
緊急時モニタリング結果については、モニタリング情報共

有システムにより情報共有を実施する (詳細は「緊急時モニ
タリング計画及び緊急時モニタリング実施要領」による)。 

オ 位置情報 

南・中 IC）→（米子 JCT）→国道 181号→（溝口 IC、
江府 IC）→（蒜山 IC）→国道 482号→国道 313号 

経路３ 

・県道米子境港線（県道 47 号）→国道 181 号→（米子
南・中 IC）→（米子 JCT）→国道 181 号→（溝口 IC、
江府 IC）→（落合 JCT）→中国自動車道→（津山 IC）
→国道 53号 

 
キ～ク 略 
(3)島根県からの避難住民等の受入れ 
ア 避難シナリオ 

島根県において、災害の状況により島根県の計画どおりに避難
ができなくなり、要請があった場合に、鳥取県に避難者を受け
入れる。 

イ 避難受入対象地域  
いずれもＵＰＺ圏外 

    （以下略） 
 
(4)情報の伝達と収集 
ア～イ 略 

  （新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

エ 緊急時モニタリング 
県は、周辺環境の放射性物質又は放射線に関する情報収集

を強化する。 
緊急時モニタリング結果については、モニタリング情報共

有システムにより情報共有を実施する (詳細は「緊急時モニ
タリング計画及び緊急時モニタリング実施要領」による)。 
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(ｱ) ～(ｳ) 略 
 
２ 避難実施の考え方 
(1) 方針 
  県は、住民等の被ばくを防止するため、原子力災害対策本部長（内
閣総理大臣）の避難指示等に基づき、防護措置として避難等（屋内
退避、コンクリート屋内退避、避難及び一時移転）を実施する。こ
の際、避難行動要支援者要配慮者等に配慮する。 
ＵＰＺ内全域で避難が必要となった場合は、島根原子力発電所か

らの距離に応じた段階的避難を実施し、住民等の一斉避難による大
渋滞発生により、避難が停滞することに伴う住民等の被ばくの危険
性を防止する。 
また、あらゆる手段を使った注意喚起と公的な広報媒体を使った

詳細情報の提供により、住民等への安心提供と安全確保を行う。 
なお、計画外の避難が大規模に発生した場合、避難住民等への情

報提供及び注意喚起、円滑な交通の流れを確保するための臨機応変
の緊急対応を行い、住民等の被ばくを出来るだけ避けるようにする。 

(2)  略 
(3) 防護措置等 
 ア 防護措置 

放射性物質又は放射線の異常な放出が発生した場合、緊急時モ
ニタリングの結果に基づき各種防護措置を実施し、周辺住民等の
被ばくのリスクを低減する。 

防護措置 実施内容 

屋内退避 ・建屋の遮へい効果による外部被ばくの低減と、建
屋の気密性を高めて屋内への放射性物質の侵入
防止を図り、内部被ばくのリスクを低減する。 

・避難の指示等が行われるまで放射線被ばくのリス
クを低減しながら待機する場合や、避難又は一時
移転を実施すべきであるが、その実施が困難な場
合に屋内退避を行う。 

・ただし、屋内退避指示が出されている中で、地震
など自然災害を原因とする緊急の避難等が必要
となった場合には、人命最優先の観点から避難指
示を行う場合がある。 

・一方で、大雪や台風など避難時の周囲の状況等に
より避難のために立ち退きを行うことがかえっ
て危険を伴う場合等やむをえないときは、屋内退
避の安全確保措置及び屋内退避の継続を指示す

 
 
２ 避難実施の考え方 
(1) 方針 
  県は、住民等の被ばくを防止するため、内閣総理大臣の避難指示
等に基づき、防護措置として避難等（屋内退避、コンクリート屋内
退避、避難及び一時移転）を実施する。この際、等に配慮する。 
ＵＰＺ内全域で避難が必要となった場合は、島根原子力発電所から

の距離に応じた段階的避難を実施し、住民等の一斉避難による大渋
滞発生により、避難が停滞することに伴う住民等の被ばくの危険性
を防止する。 
また、あらゆる手段を使った注意喚起と公的な広報媒体を使った詳

細情報の提供により、住民等への安心提供と安全確保を行う。 
なお、計画外の避難が大規模に発生した場合、避難住民等への情報

提供及び注意喚起、円滑な交通の流れを確保するための臨機応変の
緊急対応を行い、住民等の被ばくを出来るだけ避けるようにする。 
 

(2)  略 
(3) 防護措置等 
 ア 防護措置 

放射性物質又は放射線の異常な放出が発生した場合、緊急時モ
ニタリングの結果に基づき各種防護措置を実施し、周辺住民等の
被ばくのリスクを低減する。 

防護措置 実施内容 

屋内退避 ・建屋の遮へい効果による外部被ばくの低減と、建
屋の気密性を高めて屋内への放射性物質の侵入
防止を図り、内部被ばくのリスクを低減する。 

・避難の指示等が行われるまで放射線被ばくのリス
クを低減しながら待機する場合や、避難又は一時
移転を実施すべきであるが、その実施が困難な場
合に屋内退避を行う。 

・ただし、屋内退避指示が出されている中で、自然
災害を原因とする緊急の避難等が必要となった
場合には、人命最優先の観点から避難指示を行う
場合がある。 

・一方で避難時の周囲の状況等により避難のために
立ち退きを行うことがかえって危険を伴う場合
等やむをえないときは、屋内退避の安全確保措置
及び屋内退避の継続を指示する場合がある。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



鳥取県広域住民避難計画（島根原子力発電所事故対応）新旧対照表 

11 

平成３１年３月１１日 

 

 

資料７－５ 

る場合がある。 

以下略 以下略 

 
イ 略 

 
(4) 防護措置等の実施要領 
ア 避難準備段階 
(ｱ) 方針 
県は、警戒事態が発生し、それが施設敷地緊急事態を経て全面緊

急事態に進展し、避難指示等が出されるまでの間には、避難指示等
が出された際に避難がすみやかに開始できるように、あらかじめ作
成された計画に基づき、所要の準備を開始する。 
また、島根県が行うＰＡＺ避難を支援するため、県内の輸送力を

調整する。 
(ｲ)実施要領 
a 指揮命令活動 

流動する状況の変化に即応するため「偵察（状況の把握）」「状
況判断（状況の理解、行動方針の案出、行動方針の分析）」「決
定」「行動」の活動を継続的に何回も繰り返し、対応を決定して
いく。この際、スピードと柔軟性を重視する。 

・県災害対策本部を設置し、指揮命令活動を開始 
国と協力しての「初動対応の指示案施設敷地緊急事態における
防護措置の実施方針」等の作成に対する検討と意見の提出 

  
ｂ 住民避難及び一時移転 
  ※優先避難の検討（乳幼児とその家族、その他避難行動要支

援者等） 
イ 避難段階 
(ｱ) 方針 

県は、避難指示等に基づき、住民避難等の各種計画に従い、住
民等の輸送とそれに必要な防護措置を実施する。 
ＵＰＺ全域に避難指示が出された場合の避難の実施に当たって

は、原子力発電所に近い地域から段階的に避難を行い、原子力発
電所から近い地域の避難を確実に実施する。 

(ｲ) 実施要領 
a 略 
b 避難を行うまでの間は、屋内退避を実施 
c 略 
d 原子力災害医療 

以下略 以下略 

 
イ 略 

 
(4) 防護措置等の実施要領 
ア 避難準備段階 
(ｱ) 方針 
県は、警戒事態が発生し、それが施設敷地緊急事態を経て全面緊急

事態に発展し、避難指示等が出されるまでの間には、避難指示等が
出された際に避難がすみやかに開始できるように、あらかじめ作成
された計画に基づき、所要の準備を開始する。 
また、島根県が行うＰＡＺ避難を支援するため、県内の輸送力を調

整する。 
(ｲ)実施要領 
a 指揮命令活動 
（新設） 
 
 
・県災害対策本部を設置し、指揮命令活動を開始 
国の「初動対応の指示案」に対する検討と意見の提出 

 
 
 

ｂ 住民避難及び一時移転 
  ※優先避難の検討（乳幼児とその家族、その他要配慮者等） 

 
イ 避難段階 
(ｱ) 方針 

県は、避難指示等に基づき、住民避難等の各種計画に従い、住
民等の輸送とそれに必要な防護措置を実施する。 
避難の実施に当たっては、原子力発電所に近い地域から段階的

に避難を行い、原子力発電所から近い地域の避難を確実に実施す
る。 

(ｲ) 実施要領 
a 略 
b 段階的な避難を行うまでの間は、屋内退避を実施 
c 略 
d 原子力災害医療 
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資料７－５ 

 ・被ばく傷病者等を指定された原子力災害拠点病院へ搬送 
 ウ 略 
エ 復帰段階（中期対応段階）  
(ｱ) 方針 
  県は、国（原子力被災者生活支援チーム）と連携し、避難した
市等が行う復帰に係る業務を支援し、避難した住民の復帰、恒久
避難住宅への移動等を円滑に行い、避難生活の解消を図る。 
あわせて、適切な役割分担の下、環境の除染等の必要な事後対

策を実施する。 
復帰段階は、その時の状況によるところが大きいため、この計

画では、大綱にとどめる。 
(ｲ) 略 
オ 略 

 
(5) 避難実施 
ア 略 
イ 避難先 

国の原子力災害対策本部からの避難指示に基づき、要避難市は
ＵＰＺ内の住民等を県東部・中部地域に段階的に避難（ＵＰＺ内
全域で避難指示が出された場合は、段階的避難を実施）させる。
（「６ 避難先一覧表」参照。） 
避難の受入れは、より以遠の東部地域から順次行い、あらかじ

めマッチングした避難所で行う（「６ 避難先一覧表」参照。）。 
段階的避難を行うにあたり、避難の順番を待つまでは、屋内退

避を実施する。 
避難先は、県内を基本とするが、次の場合には、災対法に基づ

き、県の調整と統制に基づき、県外避難を実施する。 

＜県外避難実施の要件＞ 
・略 
・入院患者等の避難行動要支援者等を受け入れる施設が県内で不足
するとき 

・略 

 
ウ～キ 略 

 
(6) 避難の優先 
ア 略 
イ 対象者 
(ｱ) 略 

 ・被ばく患者を指定された原子力災害拠点病院へ搬送 
ウ 略 
エ 復帰段階（中期対応段階）  
(ｱ) 方針 
  県は、国（原子力被災者生活支援チーム）と連携し、避難した
市等が行う復帰を支援し、避難した住民の復帰、恒久避難住宅への
移動等を円滑に行い、避難生活の解消を図る。 
あわせて、適切な役割分担の下、環境の除染等の必要な事後対

策を実施する。 
復帰段階は、その時の状況によるところが大きいため、この計

画では、大綱にとどめる。 
(ｲ) 略 
オ 略 

 
(5) 避難実施 
ア 略 
イ 避難先 

国の原子力災害対策本部からの避難指示に基づき、市はＵＰＺ
内の住民等を県東部・中部地域に段階的に避難させる。（「６ 避難
先一覧表」参照。） 
 
避難の受入れは、より以遠の東部地域から順次行い、あらかじ

めマッチングした避難所で行う。 
段階的避難を行うにあたり、避難の順番を待つまでは、屋内退

避を実施する。 
避難先は、県内を基本とするが、次の場合には、災対法に基づ

き、県外避難を実施する。 

＜県外避難実施の要件＞ 
・略 
・入院患者等の要配慮者等を受け入れる施設が県内で不足するとき 
 
・略 

 
ウ～キ 略 

 
(6) 避難の優先 
ア 略 
イ 対象者 
(ｱ) 略 
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資料７－５ 

(ｲ) その他避難行動要支援者（障がい者、入院患者、社会福祉施設
入所者等）等については、一般住民等との避難の重複を避け、
早期の避難を検討する。 

 
(7) 避難誘導 
ア 避難情報の伝達（広報） 
(ｱ) 県 
  (略) 
  ・県は、避難途中の住民等に対して必要な情報（空間放射線、

避難所情報等）をホームページや原子力防災アプリ等を通じ
て提供する。また、道路情報板や商業施設等の屋外大型ビジ
ョン等を活用した情報提供もあわせて行う。 

(ｲ) 略 
 
イ 一時集結所への誘導 

市は、避難誘導要領に基づき、一時集結所に避難誘導員を派遣
し、一時集結所への避難誘導及びバス等への乗車のための避難誘
導を行う。この際、県と協力し、避難所の所在、災害の概要、避
難時の注意事項、その他の避難に資する情報を提供する。 

 
(8) 自家用車による避難 
ア～エ 略 
 
オ 避難退域時検査等 

放射性物質が放出された後に緊急時モニタリングの結果によ
り、避難等の指示が出された場合には、主要経路沿い等に避難退
域時検査会場を設け、避難住民等の避難退域時検査を行い、避難
退域時検査の結果、ＯＩＬ４以下でないことが確認された場合、
簡易除染を行う。 
車両の除染を行う際に用いる洗浄水については、周囲に飛散し

ないように飛散防止措置と確実な回収及び保管を行う。 
なお、避難先までの間に避難退域時検査を受けることができな

かった避難住民等については、避難先地域に設置する避難退域時
検査会場で行う。 
また、検査の実施に際して、健康上の配慮等が必要な者につい

ては受入先での検査等を考慮する。 
安定ヨウ素剤については、服用の指示等が出ており配布が行わ

れる場合は、あらかじめ決められた居住区域にある一時集結所で
受領するものとするが、受領する時間がない場合においては、避
難経路上にある避難退域時検査会場で受領するものとする。なお、

(ｲ) その他要配慮者（障がい者、入院患者、社会福祉施設入所者等）
等については、一般住民等との避難の重複を避け、早期の避難
を検討する。 

 
(7) 避難誘導 
ア 避難情報の伝達（広報） 
(ｱ) 県 
  (略) 
  ・県は、避難途中の住民等に対して必要な情報（空間放射線、

避難所情報等）をホームページや原子力防災アプリ等を通じて
提供する。また、道路情報板や商業施設等の屋外大型ビジョン
等を活用した情報提供も合わせて行う。 

(ｲ) 略 
 
イ 一時集結所への誘導 

市は、一時集結所への避難誘導及びバス等への乗車のための避
難誘導を行う。この際、県と協力し、避難所の所在、災害の概要、
避難時の注意事項、その他の避難に資する情報を提供する。 

 
 
(8) 自家用車による避難 
ア～エ 略 
 
オ 避難退域時検査等 

放射性物質が放出された後に緊急時モニタリングの結果によ
り、避難等の指示が出された場合には、主要経路沿い等に避難退
域時検査会場を設け、避難住民等の避難退域時検査を行い、避難
退域時検査の結果、ＯＩＬ４以下でないことが確認された場合、
簡易除染を行う。 
大型車両の除染を行う際に用いる洗浄水については、周囲に飛

散しないように飛散防止措置をとる。 
なお、避難先までの間に避難退域時検査を受けることができな

かった避難住民等については、避難先地域に設置する避難退域時
検査会場で行う。 
また、検査の実施に際して、健康上の配慮等が必要な者につい

ては受入先での検査等を考慮する。 
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資料７－５ 

服用については、服用の指示が出ている場合に限る。 
 

カ 避難途中の住民に対する支援 
県は、主要経路沿い等に設置した避難退域時検査会場等に併設

して避難支援ポイントを設置し、避難途中の住民等へ避難に関す
る情報や物資の提供等の支援を行う。 
避難支援ポイントにおいては、自家用車による避難を踏まえ、

長時間における渋滞を予期し、避難途中の住民等に対し、支援（避
難に必要な情報（道路情報、避難所情報等）、飲料水、食料等の提
供）を行う。 
また、必要に応じてトイレ設備等を設置する。 
なお、積雪期間中についてはチェーン等滑り止めの必要性の有

無についても情報提供する。 
避難で移動中の住民に対しては、原子力防災アプリや道路標示

版等を使用して情報提供する。 
 
キ 略 

 
(9) 公共輸送による避難 
ア バス等による避難 
(ｱ) ～(ｲ) 略 
(ｳ) 一時集結所から避難所までの輸送 

  a 略 
b バス等の確保 

  県は、県バス協会及び県バス協会会員に緊急輸送の協力要請を
行い、輸送に必要な台数のバスを確保する。 
また、県内でバスの必要台数が確保できない場合は、中国４県

のバス協会及び関西広域連合各府県のバス協会に協力を要請し、
輸送に必要な台数のバスを確保する。 
なお、中国４県のバス協会へ協力を要請する際は、島根県と要

請内容が重複することがないよう、事前に調整を行った上で行う
ものとする。 
おって、上記によっても避難住民等の輸送に必要なバス等の確

保が困難な場合は、国への要請や自衛隊に避難（輸送）の災害派
遣を要請する。 

 c 略 
 
イ 鉄道による避難 

   西日本旅客鉄道（株）は、観光客などの一時滞在者及び通勤・
通学者などの住民等の移動手段として、可能な限り定期運行を維

 
 
カ 避難途中の住民に対する支援 

県は、主要経路沿い等に設置した避難退域時検査会場等に併設
して避難支援ポイントを設置し、避難途中の住民等へ避難に関す
る情報や物資の提供等の支援を行う。 
避難支援ポイントにおいては、自家用車による避難を踏まえ、

長時間における渋滞を予期し、避難途中の住民等に対し、支援（避
難に必要な情報（道路情報、避難所情報等）、飲料水、食料等の提
供）を行う。 
また、必要に応じてトイレ施設等を設置する。 
なお、積雪期間中についてはチェーン等滑り止めの必要性の有

無についても情報提供する。 
 
 
 
キ 略 

 
(9) 公共輸送による避難 
ア バス等による避難 
(ｱ) ～(ｲ) 略 
(ｳ) 一時集結所から避難所までの輸送 

  a 略 
b バス等の確保 

  県は、県バス協会及び県バス協会会員に緊急輸送の協力要請を
行い、輸送に必要な台数のバスを確保する。 
また、県内でバスの必要台数が確保できない場合は、中国４県

のバス協会及び関西広域連合各府県のバス協会に協力を要請し、
輸送に必要な台数のバスを確保する。 
なお、避難住民等の輸送に必要なバス等の確保が困難な場合は、

国への要請や自衛隊に避難（輸送）の災害派遣を要請する。 
 
 
 
 
c 略 
 
イ 鉄道による避難 

   西日本旅客鉄道（株）は、観光客などの一時滞在者及び通勤・
通学者などの市民の移動手段として、可能な限り定期運行を維持
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資料７－５ 

持するとともに、バス等による避難が困難である場合又は輸送力
が不足する場合に、臨時列車の運行及び運行時間の延長により、
補完的手段として鉄道による避難を実施する。 

  （以下略） 
 
ウ その他手段による避難（船舶・航空機） 
(ｱ) 略 
(ｲ) 船舶による避難 

   (略) 
 船舶による避難にあたっては、悪天候等による乗船者の身体的
負担（船酔い）や津波災害の場合の港湾施設等への影響を考慮す
る必要がある。また、大型船舶の場合には調達に時間がかかるこ
とや接岸できる港湾施設が限られるなどの制約があり、船舶の大
きさ、種類によって接岸するための防舷材等の装備が必要である
ことを考慮する必要がある。この際、第八管区海上保安部、海上
自衛隊舞鶴地方総監部等の専門的助言を得なければならない。 
なお、漁船による避難については住民等の安全確保の観点から

実施しない。 
(ｳ) 航空機による避難 
  ヘリコプターを含む航空機が利用できる場合は、県がその使用
を統制し、入院患者等の優先順位の高い避難行動要支援者等の緊
急を要する避難に使用する。 

(ｴ) 略 
 
エ 安定ヨウ素剤の受領 

   安定ヨウ素剤については、あらかじめ決められた居住区域にあ
る一時集結所で受領する。 

 
(10)自衛隊による避難 
  県は、輸送力が不足する場合、自衛隊に災害派遣を要請し、自衛
隊が保有する車両（自衛隊救急車を含む）および船舶、ヘリコプタ
ーを含む航空機による避難住民等の緊急輸送を行う。 
輸送にあたっては、避難行動要支援者等の緊急を要する避難に優

先的に配当するものとする。 
 

(11)避難行動要支援者等の避難 
ア 方針 

施設敷地緊急事態発生時のＰＡＺ避難準備指示があった場合、
事態の進展を踏まえＵＰＺの避難行動要支援者等の避難準備を早
期に開始する。 

するとともに、バス等による避難が困難である場合又は輸送力が
不足する場合に、臨時列車の運行及び運行時間の延長により、補
完的手段として鉄道による避難を実施する。 
（以下略） 

 
ウ その他手段による避難（船舶・航空機） 
(ｱ) 略 
(ｲ) 船舶による避難 

   (略) 
 船舶による避難にあたっては、悪天候等による乗船者の身体的
負担（船酔い）や津波災害の場合の港湾施設等への影響を考慮す
る必要がある。また、大型船舶の場合には調達に時間がかかるこ
とや接岸できる港湾施設が限られるなどの制約があり、船舶の大
きさ、種類によって接岸するための防舷材等の装備が必要である
ことを考慮する必要がある。 
なお、漁船による避難については住民等の安全確保の観点から

実施しない。 
 
(ｳ) 航空機による避難 
  ヘリコプターを含む航空機が利用できる場合は、県がその使用
を統制し、入院患者等の優先順位の高い要配慮者等の緊急を要する
避難に使用する。 

(ｴ) 略 
 
（新設） 

 
 
 
(10)自衛隊による避難 
  県は、輸送力が不足する場合、自衛隊に災害派遣を要請し、自衛
隊が保有する車両（自衛隊救急車を含む）および船舶、ヘリコプタ
ーを含む航空機による避難住民等の緊急輸送を行う。 
輸送にあたっては、要配慮者等の緊急を要する避難に優先的に配当

するものとする。 
 
(11)避難行動要支援者等の避難 
ア 方針 

施設敷地緊急事態発生時のＰＡＺ避難準備指示があった場合、
事態の進展を踏まえＵＰＺの避難行動要支援者等の避難準備を早
期に開始する。 
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50km を超える避難が、避難行動要支援者等の過重な負担となり
健康状態を悪化させないように配慮する。このため、ストレッチ
ャーを必要とする要支援者については、放射線防護対策施設への
避難や、状況によっては 30～50 ㎞圏内の施設利用を検討する（一
時避難所）。 

イ 避難行動要支援者等の避難計画 
(ｱ) 略  
(ｲ) 県は、市町村、関係機関・団体と連絡調整の上、避難行動要支
援者等及びそれらの施設等並びに避難行動要支援者等の避難体制
の状況を確認し、避難行動要支援者等の避難計画を作成する。 
また、県は、社会福祉施設や県ハイヤータクシー協会に確認し、

県内で確保可能な福祉車両等を把握するとともに、緊急時に県内
車両で不足する場合は、中国４県ハイヤータクシー協会へ協力を
要請する。 
なお、中国４県のハイヤータクシー協会へ協力を要請する際は、

島根県と要請内容が重複することがないよう、事前に調整を行っ
た上で行うものとする。 
おって、上記によっても必要な福祉車両等の確保が困難な場合

は、国に要請するものとし、平素から要請の手順等を確立してお
く。また、ＯＩＬ２による一時移転においては、県内で準備でき
る福祉車両による一時移転の方法等について検討しておく。 

(ｳ) 前項に記載したもののほか、県は、市町村、関係機関・団体と
連絡調整の上、避難行動要支援者等の輸送手段を手配するととも
に、輸送力が不足する場合は、関係機関・団体に対し支援を要請
する。 

(ｴ) 略  
(ｵ) 福祉車両等（ストレッチャー、車いす等）の特別な避難手段の

確保に時間を要する場合は、放射線防護対策施設における一時
的な屋内退避の実施を検討する。また、在宅の避難行動要支援
者等についても同様の対応を検討する。 

(ｶ)～(ｷ) 略 
 (ｸ) 県は避難を支援する者（以下「支援者」という。）の防護措置に

留意し、関係周辺市等と連携し、必要に応じて支援者への防護服
等の資機材の配布や、支援者の被ばくリスクが高まる場合は自衛
隊等の実動組織に応援を要請する等して、支援者に代わって避難
行動要支援者の避難に係る支援を行うこと等の対応を実施する。 

 
ウ～オ 略 

 
 カ 病院の入院患者の避難 

50km を超える避難が、避難行動要支援者等の過重な負担となり
健康状態を悪化させないように配慮する。状況によっては 30～50 
㎞圏内の施設利用を検討する（一時避難所）。 
 
 

イ 避難行動要支援者等の避難計画 
(ｱ) 略  
(ｲ) 県は、市町村、関係機関・団体と連絡調整の上、避難行動要支
援者等及びそれらの施設等並びに避難行動要支援者等の避難体制
の状況を確認し、避難行動要支援者等の避難計画を作成する。 
また、県は、県内で確保可能な福祉車両等を把握し、県内車両

で不足する数については、要請の手順を確立しておく。そして、
ＯＩＬ２による一時移転においては、県内で準備できる福祉車両
による一時移転の方法について検討しておく。 
 

 
 
 
 
 
 
(ｳ) 県は、市町村、関係機関・団体と連絡調整の上、避難行動要支
援者等の輸送手段を手配するとともに、輸送力が不足する場合は、
関係機関・団体に対し支援を要請する。 

 
(ｴ) 略  
(ｵ) 福祉車両等の特別な避難手段の確保に時間を要する場合は、放

射線防護対策施設における一時的な屋内退避の実施を検討す
る。また、在宅の避難行動要支援者等についても同様の対応を
検討する。 

(ｶ)～(ｷ) 略 
（新設） 

 
 
 
 
 
ウ～オ 略 

 
 カ 病院の入院患者の避難 
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緊急的な避難が必要となった初期段階において、全ての対象者
を避難先病院へ直ちに収容することは困難であるため、マッチン
グ先が確保できるまで当該病院に可能な限り滞在させるか、ある
いは、ＵＰＺ外の中核病院等の空病床へ一時的に収容し、マッチ
ングが整った段階で避難先の病院へ移送する。この際、放射線防
護対策を実施した病院等医療機関については、屋内退避の可能期
間を考慮した上で、他の医療機関からの受け入れや避難又は他の
医療機関への転院等を判断するものとする。 

  （以下略） 
 
キ 在宅の避難行動要支援者の避難 

米子市及び境港市は、自然災害と原子力災害とを区別すること
なく、平時から在宅の避難行動要支援者名簿を作成し、民生委員
の協力を得る等して避難に関する支援体制を構築し、それらを前
提として速やかな避難を行う。一般的な避難が困難な場合につい
ては、一時的な対応として条件の整った広域福祉避難所へ避難し、
マッチングが整った段階で避難先の施設等へ避難する。 

  （以下略） 
ク 外国人の避難 

   （略） 
・駅、観光施設、公共施設等の外国人が立ち寄るところは、多言
語で情報を提供する 

・県は、外国人に対して災害情報を提供するとともに、問い合わ
せへの対応等を実施するため、外国人支援インフォメーション
センターを設置する 

  （以下略） 
 
ケ 略 

 
(12)児童生徒等の避難 
ア 略 

 イ 避難計画の作成 
ＵＰＺ内の保育所等（地域型保育事務所、届出保育施設を含む）、

幼稚園、認定こども園、小学校、中学校及び高等学校等は、避難
計画を作成する。 

 ウ～エ 略 
 
(13)観光客等一時滞在者の避難 
 
ア 略 

緊急的な避難が必要となった初期段階において、全ての対象者
を避難先病院へ直ちに収容することは困難であるため、マッチン
グ先が確保できるまで当該病院に可能な限り滞在させるか、ある
いは、ＵＰＺ外の中核病院等の空病床へ一時的に収容し、マッチ
ングが整った段階で避難先の病院へ移送する。この際、放射線防
護対策を実施した病院等医療機関については、屋内退避の可能期
間を考慮した上で、他の病院等医療機関からの受け入れや避難又
は他の医療機関への転院等を判断するものとする。 

  （以下略） 
 
キ 在宅の避難行動要支援者の避難 

米子市及び境港市は、自然災害と原子力災害とを区別すること
なく、平時から在宅の避難行動要支援者名簿を作成し、避難に関
する支援体制を構築し、それらを前提として速やかな避難を行う。
一般的な避難が困難な場合については、一時的な対応として条件
の整った一次的広域福祉避難所へ避難し、マッチングが整った段
階で避難先の施設等へ避難する。 

  （以下略） 
ク 外国人の避難 

   （略） 
（新設） 
 
 
 
 
（以下略） 

 
ケ 略 

 
(12)児童生徒等の避難 
ア 略 

 イ 避難計画の作成 
ＵＰＺ内の保育所（認可外保育施設を含む）、幼稚園、小学校、

中学校及び高等学校等は、避難計画を作成する。 
 ウ～エ 略 
 
 
(13)観光客等一時滞在者の避難 
 
ア 略 



鳥取県広域住民避難計画（島根原子力発電所事故対応）新旧対照表 

18 

平成３１年３月１１日 

 

 

資料７－５ 

イ 情報伝達連絡 
各機関から各種方法を通じて、情報を伝達する。 
外国人観光客への情報伝達に当たっては、多言語による案内を

行う。 
 ウ 略 
 
（14）自然災害と原子力災害との複合災害時も想定した避難 
  ア 地震との複合災害の場合 
    地震により家屋の倒壊、相次ぐ余震の発生等により家屋によ

る屋内退避が困難な場合には、コンクリート屋内退避施設、関
係周辺市町の近隣の指定緊急避難場所等にて、まずは屋内退避
を実施するものとする。 

    その後、全面緊急事態となり、屋内退避指示が出ている中で
余震が発生し、家屋や既に避難しているコンクリート屋内退避
施設への被害が更に激しくなる等、屋内退避の継続が困難な場
合には、人命の安全確保の観点から地震に対する避難行動を最
優先することが重要であることから、市町村にて開設するＵＰ
Ｚ内の別の指定避難所等や、あらかじめ定められているＵＰＺ
外の避難先へ速やかに避難を行う。 

    なお、屋内退避及び避難の実施にあたっては、避難経路の閉
塞、地震火災の発生に留意する必要があり、避難を実施する際
は、県及び国は、住民等の避難を安全かつ円滑に実施するため、
避難経路や避難手段のほか、原子力発電所の状況や緊急時モニ
タリングの結果、気象情報等の情報共有や緊急時の対策につい
ての確認・調整等を行う。 

イ 津波との複合災害の場合 
    津波警報等の発表により避難指示が発表されている場合に

は、津波による人命へのリスクを回避するため、指定緊急避難
場所等の安全が確保できる場所に避難するものとする。 

    その後、当該津波避難指示の解除等津波に対する安全が確保
された後に、地域の放射線量や避難手段確保状況等を踏まえつ
つ、計画上の避難先への避難や一時移転を実施するものとする。 

ウ 暴風雪等との複合災害の場合 
    ＯＩＬ基準により避難等が必要な場合であっても、台風、大

雪等の暴風雪等により気象庁から警報等が発表され、外出をす
ることで命の危険が及ぶような場合には、無理に避難せずに、
安全が確保されるまでは屋内への避難を優先する。その後、天
候が回復するなど、安全が確保できた場合には、避難等を行う。 

    なお、台風等に伴う大雨により市町村から土砂災害や洪水等
に係る避難勧告等が発令された場合には、当該地域の避難住民

イ 情報伝達連絡 
各機関から各種方法を通じて、情報を伝達する。 
外国人観光客への情報伝達に当たっては、英語等による案内を

行う。 
ウ 略 

 
（新設） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



鳥取県広域住民避難計画（島根原子力発電所事故対応）新旧対照表 

19 

平成３１年３月１１日 

 

 

資料７－５ 

は指定避難所等の安全が確保できる場所で屋内退避を実施す
る。 

 
(15)大規模計画外避難に対する緊急対応 
ア 方針 

大規模な計画外の避難が発生した場合に、現地の状況に応じて
住民避難路の統制（規制）等の随時臨機応変の措置を行い、円滑
な交通の流れを確保し、避難中の渋滞に伴う住民等の被ばくを避
けるようにする。 
 

イ～ウ 略 
 
（16）実動機関現地合同調整所の設置 
 略 
 
３ 関係機関の役割 
(1)関係機関 

機関名 事務又は業務 

鳥取県 1～11 略 
12. 避難住民等の避難退域時検査、簡易

除染及び原子力災害医療 
13～16 略 

米子市、境港市 1～9 略 
10.避難住民の避難退域時検査、簡易除染
の支援 

11 略 
12.避難行動要支援者等の避難体制の整
備 

13.避難行動要支援者等の避難支援 
14 略 

国土交通省 
（河川国道事務所） 

1.輸送路の確保と維持 

鳥取県東部広域行政管
理組合消防局 
鳥取中部ふるさと広域
連合消防局 
鳥取県西部広域行政管
理組合消防局 

1～4 略 
5.資機材の輸送支援 

陸上自衛隊第８普通科 1～2 略 

 
 
 
(14)大規模計画外避難に対する緊急対応 
ア 方針 

大規模な計画外の避難が発生してしまった場合に、現地の状況
に応じて住民避難路の統制（規制）等の随時臨機応変の措置を行
い、円滑な交通の流れを確保し、避難中の渋滞に伴う住民等の被
ばくを避けるようにする。 

 
イ～ウ 略 

 
（15）実動機関現地合同調整所の設置 
 略 
 
３ 関係機関の役割 
(1)関係機関 

機関名 事務又は業務 

鳥取県 1～11 略 
12. 避難住民等の避難退域時検査、除染

及び原子力災害医療 
13～16 略 

米子市、境港市 1～9 略 
10.避難住民の避難退域時検査、除染の支
援 

11 略 
12.要配慮者等の避難体制の整備 
13.要配慮者等の避難支援 
14 略 
 

国土交通省 
（河川国道） 

1.輸送路の確保 

鳥取県東部広域行政管
理組合消防局 
鳥取中部ふるさと広域
連合消防局 
鳥取県西部広域行政管
理組合消防局 

1～4 略 
 

陸上自衛隊第８普通科 1～2 略 
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連隊 
陸上自衛隊中部方面ヘ
リコプター隊第３飛行
隊 
海上自衛隊舞鶴地方総
監部 
航空自衛隊第３輸送航
空隊鳥取地方協力本部 

3.要配慮避難行動要支援者等の車両への
搬送支援 

4～5 略 

中国電力(株) 1～5 略 
6.避難退域時検査、簡易除染等の支援 

 
(2) 県庁の各部局等 

部局名 事務又は業務 
 

危機管理局 1～6 略 
7.自衛隊、海上保安庁との連絡調整 
8～9 略 

福祉保健部 1 略 
2.避難住民の避難退域時検査、簡易除染 
3～4 略 
5.保健医療福祉対策本部の設置、管理、
運営 

6～11 

生活環境部 1 略 
2.モニタリング本部（原子力環境センタ
ー・西部総合事務所）の設置、管理、
運営 

3～14 略 

西部総合事務所 1～11 略 
 

中部総合事務所 1～3 略 
4.中部管内における避難退域時検査に関
する現地対応 

 

 
４ 避難の支援方法 
(1)物資等の供給 
ア 方針 

広域避難所の食糧及び生活関連物資等は、県で統制し、一括取得

連隊 
海上自衛隊舞鶴地方総
監部 
航空自衛隊第３輸送航
空隊鳥取地方協力本部 
 
 
 

3.者等の車両への搬送支援 
4～5 略 

中国電力(株) 1～5 略 
6.避難退域時検査、除染等の支援 

 
(2) 県庁の各部局等 

部局名 事務又は業務 
※上段は、原子力防災対策特有のもの 

危機管理局 1～6 略 
7.自衛隊、海保との連絡調整 
8～9 略 

福祉保健部 1 略 
2.避難住民の避難退域時検査、除染 
3～4 略 
5.医療救護対策本部の設置、管理、運営 
6～11 
 

生活環境部 1 略 
2.モニタリング本部（衛生環境研究所・
原子力環境センター・西部総合事務所）
の設置、管理、運営 

3～14 略 

西部総合事務所 1～11 略 
12.庁舎の管理、運用、調査 

中部総合事務所 1～3 略 
4. 庁舎の管理、運用、調査 
5.中部管内における避難退域時検査に関
する現地対応 

 
４ 避難の支援方法 
(1)物資等の供給 
ア 方針 

広域避難所の食糧及び生活関連物資等は、県で統制し、一括取得し
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して供給する。 
避難開始後は、状況不明により、食糧や生活関連物資の必要数が

判明せずに、避難者への物資等の供給が遅れることが予想される。 
このため、県は、避難計画に基づき、避難者分に対する数量を計

画的に推進補給し（プッシュ型の物資等の供給）、供給の遅れを防止
する。なお、避難者数や避難者の状況が把握できるようになった段
階で、広域避難所からの請求による供給に変更する。 
この際、県は、下流の輸送拠点から広域避難所（県営）又は物資

集積所までの輸送業務については、民間輸送業者へ委託する。 
なお、複合災害においては、人命の安全確保を最優先として、自

然災害に対する避難等を優先して、屋内退避が行われることがある。
このため、屋内退避が適切に行われるように物資の融通、供給を行
う。また、後発災害の発生が懸念される場合には、先発災害に多く
を投入し、後発災害に不足が生じることがないよう留意するととも
に、外部からの支援を早期に要請する。 

 
イ～カ 略 
 
(2)輸送 
ア～カ 略 
キ 輸送に関する計画 
（ｱ）～（ｲ）略 
（ｳ）避難実施要領 

米子市及び境港市は、県、警察等関係機関の意見を聞いた上で、
あらかじめ避難実施要領を作成する。 
作成に当たっては、要配慮者等への対応、気候・気象（冬季や荒

天時の対応）、時間帯（昼間、夜間）、観光客や通勤者への対応、交
通状況（渋滞、事故など）等について配慮する。避難指示が発出さ
れた場合は、直ちに、県及び警察等関係機関と協議し、あらかじめ
作成した避難実施要領を修正し、使用する。 

ク 略 
ケ 避難行動要支援者等の輸送 
(ｱ) 輸送の実施 

県は、県があらかじめ定める避難行動要支援者等の避難に係る基
準に基づき、重篤患者など特別の輸送方法を必要とする者の輸送を
一元的に行う。 

(ｲ) 輸送の手続 
県は、市の状況に基づき、避難行動要支援者等の避難に係る計画

を作成するとともに、輸送中に必要な衛生資材、応急治療等を準備
する。 

て供給する。 
避難開始後は、状況不明により、食糧や生活関連物資の必要数が判

明せずに、避難者への物資等の供給が遅れることが予想される。 
このため、県は、避難計画に基づき、避難者分に対する数量を計画

的に推進補給し（プッシュ型の物資等の供給）、供給の遅れを防止す
る。なお、避難者数や避難者の状況が把握できるようになった段階
で、広域避難所からの請求による供給に変更する。 
この際、県は、下流の輸送拠点から広域避難所（県営）又は物資集

積所までの輸送業務については、民間輸送業者へ委託する。 
 
 
 
 
 
 
 
イ～カ 略 
 
(2)輸送 
ア～カ 略 
キ 輸送に関する計画 
（ｱ）～（ｲ）略 
（ｳ）避難実施要領 

米子市及び境港市は、県、警察等関係機関の意見を聞いた上で、あ
らかじめ避難実施要領を作成する。 
作成に当たっては、避難行動要支援者等への対応、気候・気象（冬

季や荒天時の対応）、時間帯（昼間、夜間）、観光客や通勤者への対
応、交通状況（渋滞、事故など）等について配慮する。避難指示が
発出された場合は、直ちに、県及び警察等関係機関と協議し、あら
かじめ作成した避難実施要領を修正し、使用する。 

 
ケ 要配慮者等の輸送 
(ｱ) 輸送の実施 

県は、県があらかじめ定める要配慮者等の避難に係る基準に基づ
き、重篤患者など特別の輸送方法を必要とする者の輸送を一元的に
行う。 

(ｲ) 輸送の手続 
県は、市の状況に基づき、要配慮者等の避難に係る計画を作成する

とともに、輸送中に必要な衛生資材、応急治療等を準備する。 
  市は、輸送対象者を要配慮者等の輸送に係る基準により、医師の意
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  市は、輸送対象者を避難行動要支援者等の輸送に係る基準により、
医師の意見を聞くなどして決定し、要配慮避難行動要支援者等の輸
送に係る計画に示された地点まで輸送する。 

コ～サ 略 
 
(3)避難退域時検査 
ア～イ 略 
ウ 検査手順 
  避難退域時検査は国が作成する「原子力災害時における避難退域
時検査及び簡易除染マニュアル」に基づき、概ね次の手順により実
施する。なお、検査にあたっては、外国人や高齢者、障がい者等の
要配慮者の不安を払拭するため、多言語標記やイラスト、平易な文
章を用いた検査方法等の説明資料を用いて実施する。 

①～④ 略 
エ 略 
オ 避難退域時検査用資機材の標準化と一括管理等 

避難退域時検査を迅速かつ適切に実施するために、平時から資機
材の標準化と一括管理を行うとともに、関係機関と連携し、資機材
を迅速に輸送・展開するための体制を整備する。 

カ 略 
キ 避難退域時検査会場 

名 称 住 所 

東伯総合公園体育館 東伯郡琴浦町田越 560 

中山町農業者トレーニングセンター 西伯郡大山町下甲1022-5 

名和農業者トレーニングセンター 西伯郡大山町名和 247-1 

伯耆町Ｂ＆Ｇ海洋センター 西伯郡伯耆町大原1006-3 

江府町立総合体育館 日野郡江府町大字洲河崎 
62 

倉吉市関金農林漁場者等健康増進施設 倉吉市関金町関金宿
1560-18 

旧那岐小学校 八頭郡智頭町大背 205 

大山パーキングエリア 西伯郡伯耆町久古1379 

 ※大山パーキングエリアは島根県と共同で開設・運営するものとす 
る。  

ク 避難先地域に関する避難退域時検査会場 

名 称 住  所 

布勢総合運動公園県民体育館 鳥取市布勢 146-1 

見を聞くなどして決定し、要配慮避難行動要支援者等の輸送に係る
計画に示された地点まで輸送する。 

 
コ～サ 略 
 
(3)避難退域時検査 
ア～イ 略 
ウ 検査手順 
   
 
 
 
 
①～④ 略 
エ 略 
オ 避難退域時検査用資機材の標準化と一括管理 

避難退域時検査を迅速かつ適切に実施するために、平時から資機材
の標準化と一括管理を行う。 

 
カ 略 
キ 避難退域時検査会場 

名 称 住 所 

東伯総合公園体育館 東伯郡琴浦町田越 560 

中山町農業者トレーニングセンター 西伯郡大山町下甲1022-5 

名和農業者トレーニングセンター 西伯郡大山町名和 247-1 

伯耆町Ｂ＆Ｇ海洋センター 西伯郡伯耆町大原1006-3 

江府町立総合体育館 日野郡江府町大字洲河崎 
62 

倉吉市関金農林漁場者等健康増進施設 倉吉市関金町関金宿
1560-18 

旧那岐小学校 八頭郡智頭町大背 205 

（新設）  

 
 
ク 避難先地域に関する避難退域時検査会場 

名    称 住  所 

布勢総合運動公園県民体育館 鳥取市布勢 146-1 
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鳥取砂丘コナン空港 鳥取市湖山町西 4 丁目 110-5 

倉吉体育文化会館体育館 倉吉市山根 529-2 

鳥取市保健所 鳥取市富安二丁目104-2 

 

倉吉保健所 倉吉市東巌城町 2 

米子保健所 米子市東福原 1 丁目 1-45 

 
(4)医療の提供 
ア 略 
イ 治療、搬送 
(ｱ)略 
(ｲ)医療機関への搬送 
被ばく傷病者等の搬送に際しては、必要な防護措置を実施するとと

もに、搬送者の基本情報及び汚染の程度等の情報を医療機関に情報提
供する。 
ウ～エ 略 
オ 医療の確保 
(ｱ) 県は、保健医療福祉対策本部を設置し、緊急時の医療活動を統
一的かつ効果的に実施する。 

(ｲ) 略 
カ～キ 略 
 
(5) 略  
 
(6)避難所 
ア 避難施設の指定 
(ｱ) 避難所 

県及び市町村は、一定の要件を備えた施設を避難施設としてあら
かじめ指定し確保する。 
指定に当たっては、市町村の地域防災計画及び国民保護計画で指

定された避難施設を活用する。 
県は、避難先として指定した避難者の施設状況や周辺生活情報の

地誌資料を整備するとともに、避難先地域の住民に対して、避難者
の受入等に関する周知に努めるものとする。 
なお、自然災害により避難先施設が使用できなくなった場合には、

県は避難先市町村と避難元の市町村と調整の上、避難先を決定する。
避難先が確保できない場合には、関西広域連合、国、全国知事会等
と調整を行う。 

鳥取空港 鳥取市湖山町西 4 丁目 110-5 

倉吉体育文化会館体育館 倉吉市山根 529-2 

鳥取保健所（H30.4～鳥取市保
健所） 

鳥取市江津 730 

倉吉保健所 倉吉市東巌城町 2 

米子保健所 米子市東福原 1 丁目 1-45 

 
(4)医療の提供 
ア 略 
イ 治療、搬送 
(ｱ)略 
(ｲ)医療機関への搬送 
被ばく患者の搬送に際しては、必要な防護措置を実施するとともに、

搬送者の基本情報及び汚染の程度等の情報を医療機関に情報提供す
る。 
ウ～エ 略 
オ 医療の確保 
(ｱ) 県は、医療救護対策本部を設置し、緊急時の医療活動を統一的
かつ効果的に実施する。 

(ｲ) 略 
カ～キ 略 
 
(5) 略  
 
(6)避難所 
ア 避難施設の指定 
(ｱ) 避難所 

県及び市町村は、一定の要件を備えた施設を避難施設としてあらか
じめ指定し確保する。 
指定に当たっては、市町村の地域防災計画及び国民保護計画で指定

された避難施設を活用する。 
県は、避難先として指定した避難者の施設状況や周辺生活情報の地

誌資料を整備する。 
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(ｲ)～(ｳ) 略 
 
イ 避難施設の開設運営 
(ｱ)～(ｳ) 略 
(ｴ) 健康管理 

避難所の開設者は、必要に応じて、避難所に救護所を開設する。 
また、県は必要に応じて、避難所等に移動式ホールボディカウン

タ車を派遣し、避難者の内部被ばく線量の把握を行う。 
(ｵ)～(ｶ) 略 
 
ウ 福祉避難所の設置 

避難先市町村は、避難行動要支援者等の避難のため、福祉避難所
をあらかじめ指定し、必要に応じて、旅館、ホテル等の施設利用を
検討する。 

 
(7)～(11) 略 
 
(12)広報・情報伝達 
ア 方針 

(略) 
なお、広報活動の際には、外国人にもわかりやすい平易な日本語

の使用や外国語への自動翻訳を前提として表現を使用するととも
に、音声読み上げ機能による視覚障がい者等への情報伝達にも配慮
する。 
また、チラシや掲示物等を作成する際は、イラストの使用や、大

きな文字かつ平易な文章を心がけるなど、高齢者等の要配慮避難行
動要支援者にも情報が伝わるよう留意するものとする。 

 
イ～オ 略 
 
(13)問い合わせ窓口の開設 
ア 略 
 
イ 実施要領 
・専用ホームページを開設し、予想される相談内容に対する情報の
提供と、相談内容に応じた相談窓口の情報提供により、早期の相
談の解決と、相談窓口の混雑の解消を図る。 
また、相談窓口は機動的に拡充していく。 

  （以下略） 

 
(ｲ)～(ｳ) 略 
 
イ 避難施設の開設運営 
(ｱ)～(ｳ) 略 
(ｴ) 健康管理 

避難所の開設者は、必要に応じて、避難所に救護所を開設する。 
 
 

(ｵ)～(ｶ) 略 
 
ウ 福祉避難所の設置 

避難先市町村は、要配慮者等の避難のため、福祉避難所をあらかじ
め指定し、必要に応じて、旅館、ホテル等の施設利用を検討する。 

 
 
(7)～(11) 略 
 

(12)広報・情報伝達 
ア 方針 

(略) 
なお、広報活動の際には、外国人にもわかりやすい平易な日本語の

使用や外国語への自動翻訳を前提として表現を使用するとともに、
音声読み上げ機能による視覚障がい者等への情報伝達にも配慮す
る。 

 
 
 
 
 
 

(13)問い合わせ窓口の開設 
ア 略 
 
イ 実施要領 
・専用ホームページを開設し、予想される相談内容に対する情報の
提供と、相談内容に応じた相談窓口の情報提供により、早期の相談
の解決と、相談窓口の混雑の解消を図る。 

  （以下略） 
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ウ 相談窓口の種類 

(ｱ)～(ｷ) 略 

(ｸ) 経営･労働（被災企業への援助・助成措置、就労支援 等） 
(ｹ)～(ｺ) 略 
(ｻ) 健康（心身の健康） 
(ｼ)育児･母乳 
(ｽ) ボランティア 
(ｾ) 行方不明者 
(ｿ) 安否情報の問い合わせ 
 
(14)～ (15) 略 
 
(16)安全管理 
ア 略 
イ 運送事業者等の運転手等の被ばく管理 

県は、運転手等の防護措置に必要な資機材（防護服、手袋、靴
カバー、防塵マスク、個人線量計、安定ヨウ素剤（予防服用））を
整備するとともに、避難退域時検査会場近傍に中継ポイント（資
機材の配布場所）を設ける等、あらかじめ定めた方法により運送
事業者へのに配布体制を整備し、運送事業者に周知するものとす
るを行う。 
また、県は、平時よりこれら資機材の使用方法等に関する研修

会等を開催する。 
 
５ 避難実施体制 
(1)危機管理体制 
ア 災害警戒本部 

電力事業者等より、警戒事態発生の通報があった場合等、災害警
戒本部及びモニタリング本部（原子力環境センター・西部総合事務
所）を設置する。 

イ 災害対策本部の設置等 
(ｱ) 略  
(ｲ) 災害対策本部の下部組織等の設置 

災害対策本部が設置された場合、災害対策本部事務局に原子力班
を設置する。 
県は、国によるＥＭＣの立上げに協力するとともに、職員を派遣

するものとする。 
保健医療福祉対策本部及び避難行動要支援者避難支援センターを

災害対策本部の下部組織として、福祉保健部に設置する。 

ウ 相談窓口の種類 

(ｱ)～(ｷ) 略 

(ｸ) 経営･労働 
(ｹ)～(ｺ) 略 
(ｻ) 健康や育児･母乳 
(ｼ) ボランティア 
(ｽ) 行方不明者 
(ｾ) 安否情報の問い合わせ 
 
 
(14)～ (15) 略 
 
(16)安全管理 
ア 略 
イ 運送事業者等の運転手等の被ばく管理 

県は、運転手等の防護措置に必要な資機材（防護服、手袋、靴
カバー、防塵マスク、個人線量計、安定ヨウ素剤（予防服用））を
整備するとともに、あらかじめ定めた方法により運送事業者に配
布を行う。 
また、県は、平時よりこれら資機材の使用方法等に関する研修

会等を開催する。 
 
 
 
５ 避難実施体制 
(1)危機管理体制 
ア 災害警戒本部 

島根原子力発電所より、警戒事象発生の通報があった場合等、災害
警戒本部及びモニタリング本部（原子力環境センター・西部総合事
務所）を設置する。 

イ 災害対策本部の設置等 
(ｱ) 略  
(ｲ) 災害対策本部の下部組織等の設置 

災害対策本部が設置された場合、災害対策本部事務局に原子力班を
設置する。 
県は、国によるＥＭＣの立上げに協力するとともに、職員を派遣す

るものとする。 
医療救護対策本部及び要配慮者等対策本部を災害対策本部の下部

組織として、福祉保健部に設置する。 
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資料７－５ 

 

モニタリング本部を災害対策本部の下部組織として、生活環境部
（原子力環境センター） に設置する。 

(ｳ) 略 
(ｴ) 原子力災害合同対策協議会 

ＯＦＣに国の原子力災害現地対策本部が設置された場合、統轄監
は、原子力災害合同対策協議会に出席し、原子力緊急事態に関する
情報を交換し、それぞれが実施する緊急事態応急対策について相互
に協力する。 

(ｵ)～(ｶ)  略 
 
ウ～エ 略 
 
オ ＯＦＣへの要員派遣 
(ｱ)方針 

警戒施設敷地緊急事態が発生した場合、県はＯＦＣに統轄監を含
めた要員を派遣する。また、県の災害対策本部の設置にあわせて、
統轄監をＯＦＣに派遣する。 
また、ＯＦＣ内の鳥取県ブースに連絡員を派遣し、県災害対策本

部とＯＦＣとの連絡調整等を行う。 
なお、警戒事態が発生した場合等においても、国の原子力防災専

門官等からＯＦＣの立ち上げに係る要員の派遣要請等があった場合
は対応するものとする。 

(ｲ) 統轄監 
統轄監は、原子力災害合同対策協議会、現地事故対策連絡会議へ

参加し、県の代表として、ＯＦＣ参集機関との防災対策の協議およ
び総合調整を行う。 
このため、統轄監には、これら活動に必要な権限を委任するとと

もに、統轄監は、県連絡員の指揮、県派遣ＯＦＣ要員を監督する。 
統轄監が、ＯＦＣに到着するまでの間は、立ち上げ要員として西

部総合事務所から連絡要員を派遣する。 
(ｳ)～(ｴ)  略 
 
カ 略 
(2) 略 
 
 

モニタリング本部を災害対策本部の下部組織として、生活環境部
（原子力環境センター） に設置する。 

(ｳ) 略 
(ｴ) 原子力災害合同対策協議会 

ＯＦＣに原子力災害現地対策本部が設置された場合、統轄監は、原
子力災害合同対策協議会に出席し、原子力緊急事態に関する情報を
交換し、それぞれが実施する緊急事態応急対策について相互に協力
する。 

(ｵ)～(ｶ)  略 
 
ウ～エ 略 
 
オ ＯＦＣへの要員派遣 
(ｱ)方針 

警戒事態が発生した場合、ＯＦＣに要員を派遣する。また、県の災
害対策本部の設置にあわせて、統轄監をＯＦＣに派遣する。 

 
 
 
 
 
 
(ｲ) 統轄監 

統轄監は、原子力合同対策協議会、現地事故対策連絡会議へ参加し、
県の代表として、ＯＦＣ参加機関との防災対策の協議および総合調
整を行う。 
このため、統轄監には、これら活動に必要な権限を委任する。統轄

監は、県連絡員の指揮、県派遣ＯＦＣ要員を監督する。 
統轄監が、ＯＦＣに到着するまでの間は、立ち上げ要員として西部

総合事務所から連絡要員を派遣する。 
(ｳ)～(ｴ)  略 
 
カ 略 
(2) 略 
 


